
















munity Development in Japan であるように、
Community Welfare という用語は存在しない。
世界的には Community Development や Com-
munity Care が一般的であり、地域開発や地域
援助が本来の邦訳となされるべきである。また、
社会福祉 Social Welfare と同義に Community 
Development が使われる場合もある1）。
　内容的にも、日本の地域福祉は社会福祉の方
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序説：戦後地域福祉実践の先駆的系譜 （竹之下　典祥）
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徳会が 1905 年に組織され、第 1 回地方改良事





















































西暦 年号 法制度 地域福祉実践 社会的背景
??????????
1945 S20 敗戦 引揚者・浮浪児・孤児問題
1946 21 旧生活保護法 第1次ベビーブーム（‒1949）




















1953 28 滋賀県甲賀町社協「住民主体」 CO 論 の原則と組織化
1954 29




















1960 35 精神薄弱者福祉法（1999 年に知的障害者福祉法に改名）
1961 36 沢内村高齢者医療費無料化


































1972 47 乳児医療無料化運動 当事者性・当事者主体







































1991 3 新社協要項 ふれあいのまちづくり事業
1992 4 人材確保法
1993 5 ゴールドプラン／国民の福祉参加活動参加指針／主任児童指導委員制度 ＊自治型地域福祉論（右田）
1994 6 エンゼルプラン／ハートビル法 枚方市 24 時間ホームヘルパー派遣 高齢化率 14％＝高齢社会
1995 7 障害者プラン 枚方市社協：第 2 次枚方市地域福祉計画 阪神淡路大震災
1996 8
1997 9 NPO 法／介護保険法成立
1998 10 社会福祉基礎構造改革（中間まとめ）
1999 11 秋田県鷹巣町 24 時間在宅介護 平成の市町村合併促進↓
2000 12 社会福祉法、介護保険スタート／交通バリアフリー法、地方分権一括法 基幹社協により地域福祉権利擁護事業 利用者主体の原則
2001 13 ⇒＊権利擁護　＊不服申立
2002 14 基礎自治体数：3232 ⇒ 1730（H17） 地方自治体の指定管理制
度、PFT 導入2003 15 障害者支援費制度施行
（著者作成）

















































































































































































　［第 1 期］1945～1959 年とし、さらに前期：






　［第 2 期］1960～74 年とし、同様に前期：









［第 3 期］1975～88 年は、オイルショック後の
安定経済低成長時期における日本型福祉論の見
直しにより、福祉国家のあり方が低負担低福祉








［第 1 期］1945～1959 年：社協・Co 論の導入と
展開




［第 4 期］1989～99 年：八法改正による在宅福
祉推進と社会福祉基礎構造改革論




































































































































































































































































































註）本研究論文投稿後の 2017 年 12 月 12 日に厚生労
働大臣告示が発出された「社会福祉法に基づく市町村
における包括的な支援体制の整備に関する指針」（平








部を改正する法律（平成 29 年法律第 52 号）に伴う社
会福祉法改正で、社会事業法から 2000 年 5 月に抜本
的改正を行った社会福祉法施行以来の改正である。こ
の前提となった阿部内閣による閣議決定が二つある。
一つ目は、平成 27 年 9 年 17 日「新たな社会に対応し
たビジョン」である。二つ目は、平成28年6月2日「ニッ
ポン一億総活躍プラン」である。さらに、平成 29 年
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